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第５章 成果目標 

 

 市町村等が「障害福祉計画」および「障害児福祉計画」を定めるにあたり、厚生労

働省およびこども家庭庁から告示される基本的な方針（以下、基本指針）が、令和

９年度から１１年度までの計画策定に向けて改正されました。 

 

 この基本指針において、市町村の計画で「設定されることが適当」とされている

成果目標を、本市の成果目標等の基礎とします。その上で、これまでの取り組みや

地域の課題等を総合的に考慮し、本市の目標を定めます。 

 

 本計画では、各目標に対する本市の課題や取り組みをわかりやすい形で整理し

て示すため、各項目を「現状」、「課題」、「成果目標・活動指標設定の考え方」、「目標

達成に向けた取り組み」の構成とし、それぞれ本市の考えを記載しています。 

 

  

資料２ 
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（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

 現状 

 本市の援護を受けて施設に入所している人の約２割が 65 歳以上です。 

 令和７年度に新たに施設に入所した人は 16 人、退所した人は 29 人でした。

退所理由は「死亡」が最も多く、次いで「長期入院」「介護保険移行」となってお

り、地域生活へ移行した人はいませんでした。 

 退所者数と入所者数に差がある背景としては、市外施設で退所者が生じた場

合、同一施設に本市援護の人が新たに入所することは想定しにくいことに加

え、一部施設で定員が減少したことが考えられます。 

 地域で重度の障害のある人を受け入れ、必要な支援を提供できる体制が十分

に整っていないため、地域生活への移行は進んでいません。一方で、重度の障

害のある人にとって、入所施設が相対的に必要な社会的支援を受けることの

できる場となっていることから、多くの人が施設への入所を待機しています。 

 令和６年度に１人が地域生活へ移行をしました。普段から入所施設以外の外部

の日中活動系サービスの事業所を利用していたことが、地域生活への移行を

後押しした要因の一つと考えられます。 

 地域生活に必要支援が不足した場合、障害児入所施設等を退所できず、いわ

ゆる「加齢児」として成人後も児童福祉施設で生活を続けることが生じます。 

 

 課題 

 施設に入所している人には、重度・高齢の障害のある人が多く、住まいの選択

等に関する「意思実現の支援」に先立ち、丁寧な「意思形成の支援」および「意

思表明の支援」が必要となる場合があります。施設入所している人が地域生活

を含む多様な選択肢を知り、自らの意思を形成・表明できるよう、入所施設内

外で多様な体験の機会を確保する必要があります。 

 地域生活への移行を望む人が、その意思を実現できるよう、住まい、日中活

動、相談支援、医療等、地域で必要な支援を受けられる体制を整備する必要が

あります。特に、重度の障害のある人を受け入れることのできる住まいおよび

支援人材の確保が課題です。 

 地域生活への移行を促進する取り組みと併せて、入所施設においても地域と

のつながりを深め、施設の地域化を進める取り組みを両輪として進める必要

があります。 

 障害児が 18 歳以降も切れ目なく必要な支援を受け、本人の希望や特性に応

じた生活の場を選択できるよう、児童期から成人期への移行を見据えた支援

を進める必要があります。 
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■活動指標 令和 

９年度 

令和 

１０年度 

令和 

１１年度 

施設入所支援における「地域移行促進加算」の実績 ０件 ７件 ７件 

 

 成果目標・活動指標の設定の考え方 

 国の基本方針では、令和１１年度末までに、令和７年度末時点の施設入所者数

の 6％以上を地域生活に移行し、5％以上を削減することとしています。しか

し、本市の施設にすでに入所している人は、その障害の特性や家族の状況か

ら、地域生活への移行は非常に困難であると考えています。また、施設への入

所を希望する人については、入所施設の定員が限られていることから、多くの

人が入所を待機している状況にあり、現状の施設利用者数を削減することも

困難です。 

 本計画期間における地域生活への移行者数および施設入所者数の削減数の

目標は、いずれも 0 人とします。その上で、施設入所者に多様な体験の機会を

提供するとともに、地域移行を希望する重度の障害のある人を受け入れるこ

とのできる地域づくりを進めます。これにより、令和 11 年度末の施設入所者

数が、令和７年度末時点の２９８人を上回らないことを目指します。 

 なお、施設入所者の地域生活への移行の目標数は、市内の入所施設から地域

生活に移行した人数をカウントしていますが、県立施設については神奈川県の

実績として計上されるため、本市の目標には反映していません。 

 障害福祉サービス報酬における施設入所支援の「地域移行促進加算」の算定

実績は、多様な体験機会の提供状況を把握する指標となると考え、市独自の

活動指標として設定します。本加算は、施設入所利用者がグループホーム等の

見学や地域活動への参加等を行った場合に、その支援を評価するものです。 

 地域生活支援拠点等に位置づけられている事業所が算定できる加算であるこ

とから、令和１０年度以降、市内障害者支援施設について、各施設 1 件ずつの

算定を見込みます。 

国の基本指針 本市の成果目標 

令和１１年度末までに令和７年度末時点の施設入所者数の

６％以上が地域生活に移行する 

（参考）令和７年度末施設入所者 ２９８人 

基本指針に基づく目標数 1７.８人 

0 人 

※令和１１年度末時点で、令和７年

度末の施設入所者数２９８人を上

回らない 

令和１１年度末までに令和７年度末時点の施設入所者数の

５％以上を削減する 

（参考）令和７年度末施設入所者 ２９８人 

基本指針に基づく目標数 １４．９人 

０人 

※令和１１年度末時点で、令和７年

度末の施設入所者数２９８人を上

回らない 
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 目標達成に向けた取り組み 

 令和８年度から入所施設に配置が義務づけられている「地域移行等意向確認

担当者」が、定期的に関係機関等と情報共有を行う場を、地域生活支援拠点等

や障害とくらしの支援協議会等を活用して確保します。本人の意思決定支援を

担う支援者間のネットワーク形成を通じて、地域生活への移行を含む多様な選

択肢に関する情報提供や体験の機会の確保を促進します。 

 「地域移行等意向確認担当者」等によるネットワークで把握した課題や意見等

を踏まえ、国の障害福祉サービス報酬における「地域移行促進加算」を補完す

る支援施策や、地域生活が不安定になった場合に生活を整えるための一時的

な受入れ等の在り方について、県による集中的支援の動向を踏まえながら検

討します。 

 国の「障害者の地域生活支援も踏まえた障害者支援施設の在り方に係る検討

会」における議論を踏まえ、入所施設が有する重度の障害のある人への支援に

関する専門性を、地域の障害福祉サービス事業所との研修や連携等を通じて

地域に還元できるよう働きかけます。特に、重度訪問介護、行動援護、生活介

護、共同生活援助および相談支援の事業所と相互に支え合い、専門性を共有

できる関係づくりを進めることにより、入所施設の地域化に取り組みます。 

 第５章（７）障害福祉サービス等の質の向上の活動指標等を踏まえ、重度の障

害のある人を受け入れられる人材の確保について検討を行います。 

 第６章（３）居住系サービスの見込量の参考指標を踏まえ、「指定グループホー

ム入居生活費扶助」の効果を検証する等、重度の障害のある人を受け入れるこ

とのできる住まいの設置を促進します。 

 地域移行支援・地域定着支援の支援内容や支給決定の対象者等、制度の周知・

普及啓発を図ることにより、利用の拡充を図ります。特に、障害児入所施設に

入所しているこどもについては、児童相談所による措置入所が多く、児童相談

所の援助方針に基づき支援が行われていることから、障害児相談支援を利用

していない場合も想定されます。このため、地域移行支援の利用も含め、児童

期から成人期まで切れ目のない相談支援の充実を図ります。 
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（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 現状 

 近年、精神障害者保健福祉手帳交付者数及び自立支援医療（精神通院）受給

者証交付者数は増加傾向にあります。自立支援医療（精神通院）受給者証交付

者のうち約６割が精神障害者保健福祉手帳の交付も受けており、精神障害に

より日常生活または社会生活に一定の制限がある状況がうかがえます。 

 本計画策定にあたって、令和７年度に障害者手帳交付者の約３割を対象に実

施したアンケート調査では、「あなたは普段暮らしている中で困っていること

はありますか」について「身近に相談できる人がいない・少ない」と回答した人

の割合が、他の障害種別と比較して相対的に高い結果となりました。 

 同アンケートの「あなたはこれから誰と暮らしたいですか」という設問では、

「ひとりで暮らしたい」と回答した人の割合が、他の障害種別と比較して相対

的に高い結果となりました。 

 令和８年４月時点、自立支援医療（精神通院）受給者証交付者 7,722 人のう

ち、約１割にあたる 8６９人が精神科訪問看護を利用しています。精神科訪問

看護事業所数は増加傾向にあり、住まいを中心に医療機関と連携し、医療面

から精神障害のある人の地域生活を支える担い手として、その役割への期待

が高まっています。 

 令和８年４月時点、精神障害者保健福祉手帳交付者数 6,294 人に対し、障害

福祉サービスを利用する精神障害のある人は 1,157 人です。このうち約半数

は、日中活動系サービスのみを利用しています。 

 精神障害のある人は、他の障害種別と比較してセルフプランの割合が相対的

に高く、障害福祉サービスを利用する精神障害のある人のうち約７割がセルフ

プランです。計画相談支援を利用している人は 316 人です。 

 令和７年度は、精神保健福祉法第２９条に基づく措置入院者のうち３２人が、

保健所による退院後支援を希望しました。保健所では、退院後支援計画を作

成し、原則６カ月、最長１年の期間にわたり、家庭訪問、受診調整および在宅生

活の調整等の支援を行っています。 

 地域移行支援および地域定着支援については、利用が非常に少ない状況で

す。特に地域移行支援については、医療機関等からの対象者に関する一次相

談窓口を基幹相談支援センターに集約し、地域移行支援事業所や支給決定を

行う障害福祉課との調整を行う体制としていますが、相談件数は少ない状況

にあります。 

 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業」として、精神

保健医療福祉体制の整備に係る協議の場である「横須賀市精神保健福祉連絡

協議会」を設置しています。 

 本市では令和６年度から、国の「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム

の構築支援事業」において同システム構築の推進に実践経験を有する「広域ア

ドバイザー」から助言を受けながら、取り組みを進めてきました。令和８年度は
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本事業の最終年度となります。 

 市内の保健・医療・福祉の各分野関係者から、「密着アドバイザー」を３名委嘱

するとともに、その密着アドバイザーを中心とする「コア会議」を実施します。

「実務担当者会議」での協議の場の実行性を高め、課題解決に向け、具体的な

取り組みにつなげます。令和７年度は、住まいの場であるグループホームと精

神科訪問看護の連携をテーマにした研修会を実施しました。 

 

 課題 

 本市は、人口１０万人あたりの長期入院者は全国平均を下回っているものの、

減少傾向には至っていません。また、地域移行支援および地域定着支援の利

用が伸び悩んでいること、セルフプランの割合が高いことから、精神障害のあ

る人の希望や生活状況に応じた福祉サービスおよび相談支援が、十分に提供

されていない可能性があります。 

 精神障害のある人が地域生活を継続するためには、医療分野と福祉分野の連

携が不可欠です。本人の希望や生活状況に応じた支援を行うため、双方が役

割を理解し、必要な情報共有や支援調整を行える関係を構築する必要があり

ます。 

 精神症状の変化等により精神科医療の受診が必要となった際に、適切なタイ

ミングで医療につながるよう、保健所、医療機関および福祉関係機関の連携

を強化する必要があります。 

 精神障害のある人の家族が孤立しないよう、個別支援や家族会の運営等を通

じた家族支援を継続する必要があります。 

 心の健康や精神疾患について正しく理解し、身近な課題として捉えられるよ

う、普及啓発を進めるとともに、精神障害のある人に対する偏見や差別の解

消を図る必要があります。 

 

国の基本指針 本市の成果目標 

精神障害者の精神病床から退院後１年以内の

地域における平均生活日数 県域単位の数値のみの集計であり、本市単位

の状況を把握できないため、削除予定。 精神病床における 1 年以上長期入院患者数 

退院患者の精神病床への３０日以上の再入院率 

心のサポーター数 

（参考）基本指針に基づく目標値 

全国で 100 万人以上 

県から人口規模に応じて目標設定ある可能性 
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■活動指標 令和 

９年度 

令和 

１０年度 

令和 

１１年度 

保健、医療および福祉関係者による協議の場 - - - 

 

開催回数 ３回 ３回 ３回 

関係者等の参加者数 ５８人 ５８人 ５８人 

目標設定および活動状況の把握・評価 年１回 年１回 年１回 

心のサポーター養成研修（実施回数） 年０回 年１回 年０回 

精神保健福祉相談員講習会（実施回数）  実施見込みなし - - - 

精神障害のある人の障害福祉サービス利用（実人数） - - - 

 地域移行支援 人 人 人 

地域定着支援 人 人 人 

自立生活援助 人 人 人 

自立訓練（生活訓練） 人 人 人 

短期入所 人 人 人 

 共同生活援助 人 人 人 

（地域移行支援・地域定着支援・自立生活援助は、年間実績） 

（その他障害福祉サービスは、各年３月実績） 

 

 成果目標・活動指標の設定の考え方 

 保健、医療および福祉関係者による協議の場は、協議内容から勘案すると、開

催数は３回が適切であると考えました。また、開催回数のうち１回は、目標の設

定および活動状況の把握・評価を行います。 

 心のサポーター養成研修については、身近な地域における支援の担い手であ

る民生委員および主任児童委員等を主な対象として実施することを見込みま

した。 
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 目標達成に向けた取り組み 

 精神保健福祉連絡協議会における実務担当者会議を中核として、課題解決に

向けた具体的な取り組みを推進するとともに、保健・医療・福祉の関係機関間

における情報共有ならびに連携体制の強化を図ります。 

 精神障害のある人の地域生活の継続に必要なサービス利用および支援体制の

構築を推進します。特に、精神科病院に入院している人については、入院中か

ら退院後の地域生活を見据え、本人の意向を踏まえながら、保健・医療・福祉

の関係機関が連携し、必要な支援につなげます。 

 措置入院後に保健所による退院後支援を希望した人等に対し、継続的な支援

に取り組みます。 

 長期入院者については、医療機関からの情報を踏まえ、支給決定を行う障害

福祉課、基幹相談支援センターおよび障害者相談サポートセンターと連携し、

地域移行支援や地域定着支援等のサービスの周知および利用の検討を行いま

す。また、県が実施する入院者訪問支援事業等により、本人の希望に応じて、

傾聴、生活に関する相談および情報提供等を引き続き行います。 

 精神疾患のために様々な課題を抱える家族同士が、悩みや不安を共有できる

家族語らいの場を継続して実施します。 

 心の健康や精神疾患について正しく理解し、身近な課題として捉えられるよ

う、研修会を実施します。また、民生委員等の改選の時期に合わせ、県と協力し

て心のサポーター養成研修を実施します。 
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（３）地域生活支援の充実 

 現状 

 令和８年４月時点で、障害福祉サービス利用者のうち自宅で生活している障害

支援区分５・６の人は３７７人であり、このうち１１３人がセルフプランで障害福

祉サービスを利用しています。 

 令和８年４月時点、障害福祉サービス利用者のうち行動関連項目１０点以上の

人は２２５人であり、このうち１１１人が自宅で生活しています。 

 令和８年４月時点で、障害福祉サービスを利用する医療的ケアの必要な１８歳

以上の人は１４９人であり、このうち８６人が自宅で生活しています。このうち、

中心静脈栄養、酸素療法、人工呼吸器の使用、気管切開部の処置またはモニタ

ー測定を必要とし、医療依存度が高く、２４時間３６５日の見守りが必要と想定

される人で、自宅で生活している人は３２人です。 

 強度行動障害の状態にある人や医療的ケアの必要な人は、環境面および人材

面の制約から障害福祉サービスの受入れが難しい場合があり、必要なサービ

スを利用しにくい状況にあります。 

 共同生活援助事業所は、令和４年４月時点の市内８５カ所から、令和８年４月時

点には１４６カ所へと増加しています。一方で、共同生活援助の利用者の約６割

は障害支援区分２・３の人であり、重度の障害のある人の入居が難しい状況が

うかがえます。 

 その結果、重度の障害のある人については、自宅以外の生活の場として、入所

施設への入所待機や市外の共同生活援助事業所への入居以外に、十分な選択

肢をもちにくい状況も生じています。こうした状況については、障害とくらし

の支援協議会からも指摘されています。 

 令和８年４月時点で、共同生活援助を利用する行動関連項目１０点以上の人は

36 人です。一方、国の障害福祉サービス等報酬における「重度障害者支援加

算」の請求は６人にとどまっています。職員の研修要件等により加算の算定に

至っていない事業所がある可能性があり、利用者の特性に応じた支援を提供

できる人材および事業所が不足していることがうかがえます。 

 令和８年４月時点、市内の生活介護事業所数は４６カ所です。生活介護の利用

者のうち強度行動障害の状態にある人は約２割を占める一方、事業所ごとの

利用者に占める割合の中央値は６．３％であり、限られた事業所に集中してい

ることがうかがえます。 

 強度行動障害の状態にある人への支援については、予防的な介入を含む事業

所へのコンサルテーションや集中的支援等、支援者を支える取り組みに対する

ニーズが非常に大きい状況にあります。 

 地域生活支援拠点等に求められる４つの機能（相談、緊急時の受け入れ・対
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応、体験の機会・場、専門的人材の確保・養成等）については、一部の機能を障

害福祉サービス事業所の登録により整備している一方、地域生活支援拠点等

としての役割分担、連絡調整、緊急時対応等を含む運用の明確化・構築は途上

にあります。 

 昭和６３年から「福祉援護センター運営事業」により、市立施設を指定管理者制

度の下で運営してきました。現在は、市立施設において、生活介護、計画相談

支援、地域相談支援および日中一時支援を実施しています。 

 
 課題 

 自宅で生活する重度障害のある人の中にはセルフプランの利用者も一定数い

ることを踏まえ、特に緊急時の対応が困難となるおそれがある人について、本

人の意向や状況に応じ、平時から計画相談支援等につながる仕組みを整備す

る必要があります。 

 サービス担当者会議等を通じて、関係機関間で本人の状況や支援に必要な情

報の整理・共有および支援調整を進め、必要な支援につながる体制を強化す

る必要があります。 

 緊急時に提供できる支援には限りがあることから、平時から短期入所等の体

験の機会を通じて生活に関する情報を把握し、アセスメントを更新するととも

に、家族のレスパイト（介護負担の軽減）の観点も踏まえながら受入れ調整体

制を強化し、緊急時に速やかに必要な支援につなげる必要があります。 

 入所施設からの地域移行の受入れを含め、重度の障害のある人が地域で生活

を継続できるよう、地域の支援体制を強化する必要があります。 

 強度行動障害の状態にある人および医療的ケアの必要な人への支援について

は、それぞれの特性に応じた研修の受講促進に加え、実地での助言・コンサル

テーション等と連動させ、受入れ可能な事業所の裾野を広げる必要がありま

す。また、支援の質を継続的に向上させ、事業所や支援者が孤立しない仕組み

を整備する必要があります。 

 地域生活支援拠点等に求められる４つの機能（相談、緊急時の受け入れ・対

応、体験の機会・場、専門的人材の確保・養成等）が実効的に働くよう、地域生

活支援拠点等としての役割分担、連絡調整、緊急時対応等を含む運用を明確

化するとともに、運用体制の構築・定着を図るため、関係機関等での検証・検

討を行い、継続的な改善につなげる必要があります。 

 共同生活援助の利用者は障害支援区分２・３の人が多く、共同生活援助を経て

将来的にひとり暮らしを希望する人がいることも想定されます。また、家族と

暮らす人を含め、ひとり暮らしを希望する人もいると考えられます。本人の意

向を把握し、体験の機会や必要な支援を確保しながら段階的な移行を支援す
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ることで、地域におけるくらしの選択肢を広げる必要があります。 

 「福祉援護センター運営事業」により運営する市立施設に求められる役割やニ

ーズは、時代とともに大きく変化しています。地域における重度の障害のある

人への支援や支援者支援等について求められる機能を念頭に置きながら、施

設・設備の老朽化に伴う修繕費用の増加など、ハード面およびコスト面の課題

も踏まえ、現指定期間が満了する令和 11 年度末までに、福祉援護センターの

今後のあり方について検討を進める必要があります。 

 

国の基本指針 本市の成果目標 

地域生活支援拠点等の整備 
令和１１年度末までに地域生活支援拠点等の面

的整備を行う 

強度行動障害の状態にある障害者の支援ニー

ズの把握と支援体制の整備 
整備 

 

■活動指標 令和 

９年度 

令和 

１０年度 

令和 

１１年度 

面的整備としての地域生活支援拠点等を構成する 

事業所の設置カ所数 
カ所 カ所 カ所 

地域生活支援拠点等コーディネーターの配置人数 人 人 人 

地域生活支援拠点等における機能の充実に向けた支援の

実績等を踏まえた検証および検討の実施回数 
１回以上 １回以上 １回以上 

「障害福祉サービス等従事職員研修費補助金」実績    

 喀痰吸引等研修 件 件 件 

強度行動障害支援者養成研修 件 件 件 

行動援護従事者養成研修 件 件 件 

中核的支援人材養成研修 修了者数 １人 １人 １人 

共同生活援助における「自立生活支援加算」（実人数） 人 人 人 

自立生活援助 利用者数（実人数） 人 人 人 

（年度実績） 
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 成果目標・活動指標の設定の考え方 

 令和１１年度末までに、地域生活支援拠点等の面的整備を行います。また、強

度行動障害の状態にある人の支援ニーズを把握し、令和 11 年度末までに支

援体制の整備を図ります。 

 活動指標のうち、地域生活支援拠点等を構成する事業所の設置カ所数につい

ては、～を「」の機能として●カ所位置づけることを目指します。 

 地域生活支援拠点等の中核を担うコーディネーターについては、●人配置す

ることを目指します。 

 検証および検討の実施回数については、障害とくらしの支援協議会等の既存

の枠組みを生かし、年１回以上実施することを見込んでいます。 

 それぞれ●カ所、●人を見込みました。 

 「中核的支援人材」とは、強度行動障害の状態にある人に対して障害特性に基

づく「標準的な支援」を自ら実践するとともに、事業所内で強度行動障害支援

者養成研修を修了した職員から未修了の職員までを対象に、指導・助言を行う

中核的な役割を担う人材です。今後、県内での養成開始が想定されることか

ら、市独自の活動指標として設定し、各年１人を見込みます。 

 共同生活援助における「自立生活支援加算」は、ひとり暮らし等を希望する共

同生活援助利用者に対する相談援助及び連絡調整等の支援を評価する加算

です。地域でのくらしの選択肢の拡大に向けた取り組みの進捗を把握できる

と考え、市独自の活動指標として設定し、●人と見込みます。 

 

 目標達成に向けた取り組み 

 地域生活支援拠点等コーディネーターを中核に、障害とくらしの支援協議会等

の協議の場を活用しながら、官民協働により、地域生活支援拠点等に求められ

る４つの機能（相談、緊急時の受け入れ・対応、体験の機会・場、専門的人材の

確保・養成等）の構築・充実を図ります。 

 セルフプランで障害福祉サービスを利用している人が一定数いる状況を踏ま

え、地域生活支援拠点等については、必要な人を適切な相談支援につなぐた

め、相談支援を起点・中心とした運用を基本とします。また、市内の障害福祉サ

ービス事業所等が地域の支援課題を自らの課題として捉え、取り組みに参画

できる機会を設け、地域全体で支える体制の構築に努めます。 

 「相談」の機能については、相談支援体制の整備を進める中で、中核的な役割

を担う基幹相談支援センターの委託のあり方を再検討します。あわせて、地域

生活支援拠点等コーディネーターを同センターに配置する方法、または他の機

関に配置した地域生活支援拠点等コーディネーターと同センターが協働する

体制を構築する方法について検討します。 

 「相談」の機能における中核的な役割を担う機関に加え、当該機関と連携・協

働をする指定特定相談支援事業所についても、地域生活支援拠点等の面的整
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備を担う事業所として登録し、サービス担当者会議を通じた情報共有および

支援調整の充実を図ります。 

 自宅で生活する障害のある人のうち、緊急時の支援調整が困難となるおそれ

が高い人について、本人の意向や状況を踏まえ、平時から計画相談支援、必要

に応じた地域定着支援および自立生活援助につなぐとともに、支援上の留意

事項や利用可能なサービス等を把握・共有する仕組みを整備します。あわせ

て、緊急時に活用できるサービスの確保・拡大を図ります。 

 短期入所等を活用した体験の機会を確保し、本人の生活に関する情報や支援

上の留意事項の把握、アセスメントの更新を推進します。あわせて、家族のレス

パイト（休息）に配慮しながら、短期入所事業所等との連携による受け入れ調

整体制の強化を図ります。 

 入所施設や長期入院から地域生活への移行を希望する人や、共同生活援助ま

たは家族との同居からひとり暮らしへの移行を希望する人について、多様な

体験の機会、自立生活援助、地域定着支援その他の必要な支援を活用しなが

ら、段階的な地域生活への移行を支援します。 

 併せて、日中活動系サービス事業所についても、障害のある人の地域生活の

継続を支える観点から、日常的な見守り、生活状況の把握、関係機関との情報

共有および必要な支援へのつなぎ等の役割を担うことができるよう、その取

り組みを促進するための方策を検討します。 

 医療的ケアの必要な人への支援については、喀痰吸引等研修の受講促進を図

るとともに、医療的ケア児等コーディネーターを中心に、関係機関による連携

体制の充実を図ることで、受け入れ可能な事業所の拡大および支援の質の向

上を図ります。 

 強度行動障害の状態にある人への支援については、支援者養成研修等の受講

を促進するとともに、各事業所において中核的な役割を担う支援人材を計画

的に養成します。あわせて、関係機関による実地での助言、コンサルテーション

および支援者支援を通じ、地域における中核的な役割を担う体制の構築につ

いて検討します。これにより、受け入れ可能な事業所の拡大、支援の質の向上

および支援者の孤立防止を図ります。 

 福祉援護センターの今後のあり方については、「福祉援護センター運営事業意

見交換会」を設置し、その意見等を踏まえ、市としての方針を決定します。 
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（４）福祉施設から一般就労への移行等 

 現状 

 本計画策定にあたって、令和７年度に障害者手帳交付者の約３割を対象に実

施したアンケート調査では、「現在、働いていない人にお聞きします。働くにあ

たり、どんな支援があると良いと思いますか」という設問では、「自分に合った

仕事を紹介してくれる支援」「障害者雇用に前向きな事業所・職場の開拓」「働

く前の仕事の体験や実習ができる機会」と回答した人が多かった。 

 令和８年４月時点で、市内には、就労移行支援事業所が８カ所、就労継続支援

A 型事業所が４カ所、就労継続支援 B 型事業所が３５カ所あります。 

 令和８年４月時点の就労移行支援支給決定者数は１２１人（身体障害のある人：

９人、知的障害のある人：１９人、精神障害のある人：９５人）であり、精神障害

のある人が占める割合が大きい状況にあります。 

 令和８年４月時点の就労継続支援 A 型支給決定者数は１２９人（身体障害のあ

る人：１０人、知的障害のある人：３０人、精神障害のある人：９２人）であり、精

神障害のある人が占める割合が大きい状況にあります。 

 令和８年４月時点の就労継続支援 B 型支給決定者数は８５７人（身体障害のあ

る人：５９人、知的障害のある人：３６４人、精神障害のある人：４８２人）であり、

精神障害および知的障害のある人が占める割合が大きい状況にあります。 

 令和７年度に福祉施設から一般就労へ移行した人は６７人（就労移行支援：５２

人、就労継続支援 A 型：９人、就労継続支援Ｂ型：６人）でした。 

 市内には就労定着支援事業所が８カ所ありますが、多くが就労移行支援事業

所に併設されていることから、就労継続支援 A 型・B 型から一般就労へ移行

した人は、就労定着支援を利用しにくい傾向にあります。このため、本市では、

一般就労へ移行した人と関係の深い事業所の職員による職場定着支援を促

進するため、「障害者職場定着支援事業補助金」を交付しています。 

 令和８年５月時点で、当該補助金の登録事業所数は２０カ所、職場定着支援員

として登録している職員数は３７人です。令和７年度には、３事業所が６人に対

し、延べ１７件の支援を行いました。 

 法定雇用率の段階的な引き上げに加え、長時間の勤務が難しい障害のある人

の就労ニーズにも対応するため、令和６年４月から、週１０時間以上２０時間未

満の特定短時間労働者も法定雇用率の算定対象となりました。このことによ

り、多様な働き方を通じた障害者雇用の拡大が期待されています。 

 また、新型コロナウイルス感染症を契機としてテレワークが普及し、在宅勤務

に対応した業務や社内ルールの整備が進んだことで、障害のある人にとって

も働き方の選択肢が広がりつつあります。 
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 課題 

 本人の特性および支援ニーズに応じた就労機会を確保・拡大するとともに、障

害者雇用に前向きな事業所・職場の開拓を進める必要があります。 

 一般就労への移行後の就労定着を図るため、職場定着支援体制を強化する必

要があります。また、安定した就労には健康管理や日常生活管理の基盤が重

要であることから、生活支援と就労支援が連動する支援ネットワークを形成・

強化する必要があります。 

 就労を希望する人が本人に合った仕事を選択できるよう、就労前の職場体験

の機会を充実させるとともに、必要に応じてや就労アセスメントの活用を促進

する必要があります。 

 短時間労働や在宅勤務等の多様な働き方が可能な就労先が市内で十分に確

保されていない状況にあります。 

 

国の基本指針 本市の成果目標 

令和１１年度の福祉施設から一般就労への移行者を 

令和６年度の一般就労移行実績の 1.３１倍以上にする 

（参考）令和６年度移行者数８９人、基本指針に基づく目標数１１６．５人 

１１７人 

 １ 就労移行支援事業からの移行者 

令和６年度比 1.１４倍以上 

（参考）令和６年度移行者数８２人、基本指針に基づく目標数93.4人 

９３人 

 ２ 就労継続支援Ａ型事業からの移行者 

令和６年度比 1.５２倍以上 

（参考）令和６年度移行者数３人、基本指針に基づく目標数 7.6 人 

８人 

 ３ 就労継続支援Ｂ型事業からの移行者 

令和６年度比 1.６７倍以上 

（参考）令和６年度移行者数４人、基本指針に基づく目標数 6.6 人 

７人 

「就労定着率区分Ⅰ」算定の体制（就労移行支援事業利用

終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が５割以上）

の就労移行支援事業所を、全体の５割以上にする 

令和１１年度末に 50％以上 

令和１１年度末の就労定着支援事業の利用者数を 

令和６年度末実績の 1.4７倍以上にする 

（参考）令和６年度利用者数 ７５人、基本指針に基づく目標数１１０人 

１１０人 

「就労定着実績体制加算」算定の体制（就労定着支援事業

利用終了者の一定期間の就労定着率が７割以上）にある

就労定着支援事業所を全体の２５％以上にする 

令和 11 年度末に 25％以上 

  



49 

 

■活動指標 令和 

９年度 

令和 

１０年度 

令和 

１１年度 

「障害者職場定着支援事業補助金」の実績    

 

事業所数 カ所 カ所 カ所 

定着支援員数 人 人 人 

利用実人数 人 人 人 

支援延べ件数 件 件 件 

「重度障害者等就労支援特別事業」の利用実人数 ２人 ２人 ２人 

（年度実績） 

 
 成果目標・活動指標の設定の考え方 

 原則として、国の基本指針で定められた基準に準じた目標とします。 

 「障害者職場定着支援事業補助金」は、よこすか就労援助センターと連携して

職場定着支援を実施する事業所に対し、補助金を交付する事業です。一般就

労へ移行した人と関係の深い事業所の職員による職場定着支援を支援するこ

とで、国の障害福祉サービス等報酬（就労定着支援）を補完する市の施策で

す。本補助金の交付実績は、一般就労への移行後の定着支援の状況を把握す

る指標となると考え、市独自の活動指標とし、●人を見込みました。 

 「重度障害者等就労支援特別事業」は、企業や自営等で働く重度の障害のある

人等の就労機会の拡大や就労継続を推進することを目的として、国の障害福

祉サービス等報酬（重度訪問介護・同行援護・行動援護）の対象外となる通勤

時や職場等における支援を補完するため、国が創設した「雇用施策との連携に

よる重度障害者等就労支援事業」により市が実施している事業です。一般就労

等の状況を把握する指標となると考え、市独自の活動指標とします。２人を見

込みました。 
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 目標達成に向けた取り組み 

 よこすか就労援助センターや就労選択支援事業所等と連携し、就労アセスメン

トに基づき、本人の特性および支援ニーズに応じた働く場とのマッチングを強

化します。 

 企業の障害者雇用に対する理解を推進するため、よこすか就労援助センター

等の関係機関と連携し、企業向けの研修会や説明会を開催します。また、精神

障害のある人のサービス利用割合が大きい状況を踏まえ、体調変動に配慮し

た短時間労働や在宅勤務等の多様な雇用形態を導入している企業の事例を紹

介し、その普及を図ります。 

 よこすか就労援助センター等による個別支援を通じて、障害のある人の強み

（ストレングス）を活かした業務の切り出しや職務設計に関する助言等を行い、

障害者雇用に前向きな企業の開拓に努めます。 

 農福連携の取り組みの拡充等により、多様な就労機会の確保・拡大を図りま

す。 

 一般就労への移行後の就労定着を図るため、「障害者職場定着支援事業補助

金」に係る登録事業所数および職場定着支援員数の増加を図ります。 

 職場定着支援員と関係機関等との連携を強化し、切れ目のない支援の提供お

よび支援の質の向上を図ります。 

 令和８年度から「重度障害者等就労支援特別事業」により、通勤や職場等にお

いて必要な支援の提供する体制を整備しています。本事業の周知を図り、重度

の障害のある人の就労機会の確保に努めます。 
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（５）障害児支援の提供体制の整備等 

 現状 

 本計画策定にあたって、令和７年度に障害者手帳交付者の約３割を対象に実

施したアンケート調査では、「１８歳未満の方にお聞きします。これからの教育

や療育に特に望むことは何ですか。最大３つまで選んでください。」という設問

では、「通常の学級・支援級・特別支援学校等、自分に合った場を柔軟に選べる

こと」「保育・学校・就労と段階が進んでも、自分の特性を踏まえた一貫した支

援が受けられること」「進学や卒業後の生活、就労へつながる手厚いサポート」

「どこにいてもいじめや差別がなく、安心して過ごせること」と回答した人が多

くみられました。 

 令和８年５月１日時点、市立小学校の特別支援学級在籍児童数は 1,067 人で

す。市立中学校の特別支援学級在籍児童数は４３６人であり、いずれも近年増

加傾向にあります。 

 就学相談の申出があった保護者との面談を踏まえ、就学支援相談部会および

通級相談部会において、教育、医療および心理の観点から、個々の教育的ニー

ズに応じた学びの場の検討および決定等を行っています。 

 支援教育コーディネーター研修講座や支援教育研修講座等を計画的に開催

し、各校において支援教育の推進役を担う教員の専門性向上を図っています。

また、研修会等の様々な機会を通して、市立小・中学校における支援教育を支

える特別支援学校のセンター的機能およびトライアングルプロジェクトを活用

した家庭・教育・福祉の連携について周知しています。 

 市立小・中学校に在籍する医療的ケア児に対しては、会計年度任用職員の学校

看護師および業務委託を締結した訪問看護ステーションの看護師が、それぞ

れ主治医の指示書に基づく医療的ケアを提供する体制を整備しています。 

 障害児通所支援の支給決定者数は、令和８年４月時点で 1,473 人です。令和

４年 4 月時点と比較をすると約１．６倍であり、増加傾向にあります。 

 令和８年４月時点の障害児通所支援支給決定者のうち、手帳交付のない児童

が３割超を占めています。知的な遅れがない発達障害児等が、専門職の所見

に基づき支給決定を受けている状況がうかがえます。 

 令和８年４月時点の障害児通所支援支給決定者のうち、「個別サポート加算」の

対象となるケアニーズの高い児童の割合は、児童発達支援で１割、放課後等デ

イサービスで２割強となっています。 

 障害児通所支援支給決定者における障害児計画相談支援の提供率は約４割で

あり、そのうち約９割は、横須賀市療育相談センターが計画作成を担っていま

す。 

 障害児計画相談支援は未就学での提供率が高く、年齢を重ねるにつれてセル



52 

フプランが占める割合が大きくなっている状況です。 

 放課後等デイサービス事業所は、令和４年４月時点の市内４５カ所から、令和８

年４月時点には６３カ所へと増加しています。 

 
 課題 

 ケアニーズの高い重度障害児等への支援を安定的に提供するため、児童発達

支援センターの中核的機能の維持・充実、専門人材の養成・確保および地域の

支援体制の整備が必要です。 

 インクルージョンを推進するため、保育所等訪問支援の個別支援を充実させる

とともに、保育・教育等の関係機関との連携を一層促進する必要があります。 

 支援者による相談・助言、保護者同士のピアサポート、レスパイト等の多様な手

法により、こどもの成長段階に応じた継続的な保護者支援を拡充する必要が

あります。 

 ニーズに応じた支援を適切に提供するために、障害児相談支援等による支援

のコーディネートを拡充するとともに、成人期への移行を見据えた早期からの

関係機関による連携を進める必要があります。 
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国の基本指針 本市の成果目標 

児童発達支援センターの中核的支援機能を確保する  

 １ 幅広い高度な専門性に基づく発達支援・家族支援機能 確保 

 ２ 地域の障害児通所支援事業所に対する 

スーパーバイズ・コンサルテーション機能 
確保 

 ３ 地域のインクルージョン推進の中核としての機能 

（保育所等における障害児の受入れの体制の整備状況

を踏まえた上で、児童発達支援センターや障害児通所

支援事業所等が保育所等訪問支援等を活用しながらイ

ンクルージョンを推進する体制） 

確保 

 ４ 地域の障害児の発達支援の入口としての相談機能 確保 

令和１１年度末までに、インクルージョン推進のため、 

保育、子育て支援、教育等の関係機関が連携を図るための

協議の場の設置 

設置 

主に重症心身障害児を支援する障害児通所支援事業所又

は重症心身障害児を受け入れる体制を整備した障害児通

所支援事業所を１箇所以上確保する 

・児童発達支援 

・放課後等デイサービス 

継続 

医療的ケア児等の支援のために、保健、医療、障害福祉、

保育、教育等の関係機関等による協議の場を設置する 
継続 

令和１１年度末までに、障害児及びその家族への伴走的な

相談支援の体制を確保する 
整備 
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■活動指標  令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

１１年度 

児童発達支援センターにおける「中核機能強化加算」 Ⅲ Ⅲ Ⅲ 

児童発達支援における実績    

 

「個別サポート加算」算定事業所数 カ所 カ所 カ所 

「強度行動障害児支援加算」算定事業所数 カ所 カ所 カ所 

医療的ケア児の受入れ事業所数 ※１ カ所 カ所 カ所 

「事業所間連携加算Ⅰ」算定事業所数 カ所 カ所 カ所 

「家族支援加算Ⅱ」算定事業所数 カ所 カ所 カ所 

放課後等デイサービスにおける実績    

 

「個別サポート加算」算定事業所数 カ所 カ所 カ所 

「強度行動障害児支援加算」算定事業所数 カ所 カ所 カ所 

医療的ケア児の受入れ業所数 ※１ カ所 カ所 カ所 

「事業所間連携加算Ⅰ」算定事業所数 カ所 カ所 カ所 

「家族支援加算Ⅱ」算定事業所数    

保育所等訪問支援における実績    

 
算定している事業所数 カ所 カ所 カ所 

利用実人数 人 人 人 

支援者向け研修（保育士・教諭・学童職員等）受講者数 人 人 人 

市民向け啓発講演会受講者数 人 人 人 

ペアレントトレーニングや 

ペアレントプログラム等の 

支援プログラム 

延べ受講者数（保護者） 人 人 人 

実施者数（支援者） 人 人 人 

サポートブック 
作成人数 人 人 人 

説明会や勉強会の開催回数 回 回 回 

医療的ケア児等コーディネーターの配置人数 ２人 ２人 ２人 

市内保育所等における医療的ケアの実施状況    

 保育所等数 ５カ所 ５カ所 ５カ所 

児童数（実人数） ５人 ５人 ６人 

市立小・中学校における医療的ケアの実施状況    

 学校数 カ所 カ所 カ所 

 児童数（実人数） 人 人 人 

「横須賀市医療的ケア児在宅レスパイト事業」    

 訪問看護事業所等の登録数 １３カ所 １４カ所 １５カ所 

利用実人数 ２０人 ２０人 ２０人 

利用延べ時間数 ２５０時間 ２５０時間 ２５０時間 

「個別サポート加算」対象児のセルフプラン率 ％ ％ ％ 

（年度実績） 

※１ 医療的ケア判定スコア表を提出している児童を受け入れている事業所数 
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 成果目標・活動指標の設定の考え方 

 児童発達支援センターが既に確保している４つの中核的支援機能を維持・充

実を図ります。令和８年度から算定している「中核機能強化加算Ⅲ」について

は、引き続き算定要件を満たす支援体制を確保します。 

 障害児通所支援における医療的ケア児や重症心身障害児、行動上の課題等に

よりケアニーズの高い障害児の受入体制を把握する指標として、各種加算を

算定する事業所数を市独自の活動指標として位置づけ、●件を見込みます。 

 インクルージョンの推進にあたっては、保育所等訪問支援による個別支援の充

実が必要であることから、保育所等訪問支援の取り組み状況を市独自の活動

指標として位置づけ、●件を見込みます。 

 ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の支援プログラムについて

は、こどもの成長段階におけるつまずきに応じ、保護者が継続的に利用できる

ニーズがあることから、提供体制を把握するため、実施する支援者数を設定し

ます。 

 サポートブックに係る取り組みは、現行の取組を維持し、継続して実施します。 

 医療的ケア児等コーディネーターについては、継続して配置し、支援体制の維

持・強化を図ります。 

 市内の保育所等および市立小・中学校における医療的ケアの実施状況につい

て、市独自の指標として設定します。 

 「横須賀市医療的ケア児在宅レスパイト事業」は、家族のレスパイト（休息）を図

るため、訪問看護ステーション等が医療保険に基づく訪問看護の時間を超え

て在宅の医療的ケア児に対し、一定時間の医療的ケアおよび療養上の介助を

行った場合に、その報酬等の一部を助成する市の事業です。保護者支援の拡

充に係る市独自の活動指標として位置づけ、訪問看護事業所等の登録数は増

加し、利用者数は横ばいで推移するとを見込みます。 

 個別サポート加算の対象となるケアニーズの高い障害児については、ニーズに

応じた支援を適切に提供するため、ケアマネジメントによる支援のコーディネ

ートの拡充が必要です。このため、個別サポート加算対象者におけるセルフプ

ラン率を市独自の活動指標として位置づけます。 
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 目標達成に向けた取り組み 

 児童発達支援センターが既に確保している４つの中核的支援機能を維持・充

実し、地域における障害児支援体制の充実を図ります。 

 医療的ケア児や重症心身障害児、行動上の課題がある等のケアニーズの高い

障害児の受入体制を確保するため、専門人材の養成状況を把握するととも

に、人材確保に向けた施策の検討を行います。 

 医療的ケア児に係るニーズや課題について、引き続き「医療的ケア児等支援協

議会」において共有・協議するとともに、医療機関・母子保健部局・医療的ケア

児コーディネーター・教育機関等と協働して取り組みます。 

 医療的ケア児や重症心身障害児が、障害児通所支援等で入浴支援を受けるこ

とができるよう、提供体制の整備について検討します。 

 インクルージョンの推進に向け、保育所等訪問支援による個別支援の充実を図

るとともに、既存の会議体の活用等を含め、保育・子育て支援・教育等の関係

機関が連携を図るための協議の場の設置を検討します。 
 引き続き、支援者向けの研修会を開催し、発達支援コーディネーター等の養成

を行います。 
 障害児通所支援の利用に至る前段階の保護者も含めた、発達障害等に関する

ピアサポートとして、保護者交流会の開催を継続します。併せて、障害福祉相

談員の仕組みとの連動の可能性について検討します。 

 ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の支援プログラムについて

は、こども家庭支援センターが子育て支援施策として、児童発達支援センター

が発達障害児支援施策として実施しています。一方で、こどもの成長段階に応

じて保護者が継続的に利用できる支援の充実が求められていることから、既

存の取り組みの把握および課題の整理を行います。 
 その上で、児童発達支援センター等と連携し、障害児通所支援事業所における

支援プログラムの試行的な実施を促進します。ペアレントトレーニング体験講

座の参加者や、今後構築予定の障害児通所支援に従事する職員を対象とした

3 階層の研修体系において中核的な役割を担う人材を配置する事業所を中心

に、取り組みの拡大を図ります。あわせて、プログラム内容や実施に係るノウハ

ウの共有、家族支援加算の活用およびサポートブックの支援ツールとしての活

用に関する周知を通じ、多層的で身近な保護者支援体制の整備を検討します。 
 ニーズに応じた支援を適切に提供するため、支援のコーディネートの充実を図

ります。特にケアニーズの高い個別サポート加算の対象となる障害児について

は、障害児相談支援によるケアマネジメントを受けられる体制の整備を進めま

す。また、セルフプランで複数の事業所を併用するケースにおける支援の質の

向上を図るため、児童発達支援センター等と連携し、障害児通所支援における
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「事業所間連携加算」の実施および活用を促進します。 

 「事業所間連携加算」におけるコア事業所に対しては、児童発達支援センターや

基幹相談支援センター等と連携し、障害児相談支援の指定に向けた助言およ

び勧奨を行います。あわせて、市内指定特定相談支援事業所が実施している

複数事業所による協働体制について、障害児相談支援の分野への導入可能性

を検討します。 

 支援のコーディネートの拡充にあたっては、成人期への移行を見据え、早期か

らの準備・調整を進める視点を共通認識とし、家庭・教育・福祉の連携（トライア

ングルプロジェクト）を促進します。 
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（６）相談支援体制の充実・強化等 

 現状 

 障害福祉サービス利用者のセルフプラン率は約５割であり、支給決定者数の伸

びに対して計画相談支援の提供が追い付いていない状況です。 

 重度の障害のある人については、相対的に計画相談支援が提供されている傾

向にあります。一方で、精神障害のある人はセルフプラン率が相対的に高い状

況にあります。 

 市内５つの障害者相談サポートセンター（委託相談支援事業所）が計画相談支

援も併せて実施しており、計画相談支援支給決定者のうち約３割を担っていま

す。 

 基幹相談支援センターは、直営で運営しているため、職員配置等により運営体

制に影響が生じる可能性があります。 

 相談支援専門員への OJT 等の一部業務を「基幹相談支援センター機能強化

事業」として主任相談支援専門員が所属する法人へ委託していますが、業務量

に対して人員の配置が少ない状況にあります。 

 相談支援の質の向上を目的に実施することで、基本報酬の増額が図られる「複

数事業所による協働体制」については、人員配置等の問題から参加ができな

い相談支援事業所があり、計画相談支援事業所が独立して経営を成り立たせ

ていくことに難しさがあります。 

 

 課題 

 セルフプラン率が高い状況にある中で、相談支援を必要とする人が、必要なタ

イミングで、必要な形（計画相談支援・一般的な相談を含む）で相談支援につな

がることのできる体制を整備する必要があります。 

 支給決定者数の増加に対し計画相談支援の提供が追い付いていないことか

ら、計画相談支援の提供量を確保する取り組みを進める必要があります。 

 相談支援専門員は実務要件を要するため、計画的な確保・養成が必要です。 

 計画相談支援は支援のコーディネートを担い、チームアプローチの要となるこ

とから、提供量の確保に加え、質の確保・向上を図る必要があります。 

 相談支援事業所が安定的に運営できるよう、事業運営上の課題を踏まえた支

援を行うとともに、運営ノウハウの共有や伴走支援体制の整備により、相談支

援専門員への OJT を強化する必要があります。 
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国の基本指針 本市の成果目標 

基幹相談支援センター、地域生活支援拠点等

および協議会の設置を行った上で、これらを連

携させること 

構築 

基幹相談支援センターを中心とした地域の相

談支援体制の強化を図る体制の確保 
確保 

協議会における個別事例の検討を通じた地域

における課題解決に向けた取り組み 
実施 

令和１１年度末までに、のぞまないセルフプラ

ンの件数をゼロにすること 

令和１１年度末までに、地域生活支援拠点等の取

り組みを通じて把握した「緊急時の支援調整が

困難となるおそれの高い人」について、のぞまな

いセルフプランの件数を０件とする 

 

■活動指標  令和 

９年度 

令和 

１０年度 

令和 

１１年度 

基幹相談支援センターの体制・取り組み    

 

主任相談支援専門員の配置数 １人 ２人 ２人 

障害とくらしの支援協議会における 

地域課題の整理および協議への関与の有無 
実施 実施 実施 

人材育成等の取り組みに参加する 

相談支援事業所の割合 
１００％ １００％ １００％ 

障害とくらしの支援協議会    

 

全体会開催回数 １回 １回 １回 

専門部会等の設置数 ６ ６ ６ 

専門部会等の開催回数 ３２回 ３２回 ３２回 

実務者運営会議において、個別事例の検討を通じて抽

出された地域課題を踏まえ、支援体制の整備等を議題

として協議した回数 

４回 ４回 ４回 

相談支援事業所における 

「地域体制強化共同支援加算」実績 
１２件 １２件 １２件 

市内事業所数    

 

指定特定相談支援 カ所 カ所 カ所 

指定地域移行支援 カ所 カ所 カ所 

指定地域定着支援 カ所 カ所 カ所 

指定障害児相談支援 カ所 カ所 カ所 

市内事業所における主任相談支援専門員の配置数 ８人 ９人 １０人 

相談支援の質の向上を目的に実施する 

「複数事業所による協働体制」に参加している事業所数 
１３カ所 １３カ所 １３カ所 

セルフプラン対象者数 障害者 人 人 人 
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障害児 人 人 人 

「重度障害者支援加算」対象者のセルフプラン率 ％ ％ ％ 

（各年３月実績） 

 

 成果目標・活動指標の設定の考え方 

  

 相談支援事業所における「地域体制強化共同支援加算」は、支援が困難な人の

課題解決に向けて多機関と連携し、個別の課題を地域の課題と捉えたうえで

自立支援協議会へ報告することにより、地域づくりを促進する取り組みを評価

する加算です。個別事例を通じた地域の支援体制整備の取り組み状況を把握

する指標となることから、市独自の活動指標として位置付けます。 

 

 目標達成に向けた取り組み 

 相談支援体制の整備を進める中で、中核的な役割を担う基幹相談支援センタ

ーの委託のあり方を再検討するとともに、地域生活支援拠点等コーディネータ

ーを同センターに配置する方法、または他の機関に配置したコーディネーター

と同センターが協働する体制を構築する方法について検討します。 

 セルフプランで障害福祉サービスを利用している人のうち、特に自宅で生活

し、緊急時の支援調整が困難となるおそれが高い人については、本人の意向

および状況を踏まえ、計画相談支援、必要に応じた地域定着支援および自立

生活援助につながるよう、地域生活支援拠点等の取り組みの中で関係機関と

の連携を進めます。 

 計画相談支援の提供量を確保するため、指定特定相談支援事業所の新規参入

および事業規模の拡大に向けた有効な方策を検討します。 

 相談支援専門員の計画的な確保・養成を図るため、相談支援員の活用を進め

るとともに、日中活動系サービス事業所および精神科訪問看護事業所等に対

し、相談支援事業所の開設等に向けた働きかけを行います。 

 計画相談支援の質の確保・向上を図るため、基幹相談支援センターを中心に、

事例を素材としたグループスーパービジョン等を継続的に実施します。また、

基幹相談支援センターおよび主任相談支援専門員を中心に、支援のコーディ

ネート力およびチームアプローチの充実を目的とした研修会等の企画・実施に

ついて検討します。 

 相談支援事業所が安定的に運営できるよう、基幹相談支援センターを中心に

事業所の運営上の課題を把握し、運営ノウハウの共有、業務の効率化に関する

情報提供および必要な伴走支援を行います。 

 計画相談支援については、相談支援専門員からモニタリング期間の変更に関

する相談があった場合には、本人の状況や支援の必要性を踏まえ、柔軟に見

直します。なお、毎月のモニタリングを超える頻度での居宅訪問・相談対応等
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が必要な人については、本人の意向および支援ニーズを踏まえ、自立生活援

助の利用につなぐことを検討します。 

 障害とくらしの支援協議会において、個別事例の検討を通じて把握された地

域課題の解決に向けた取り組みを促進するため、基幹相談支援センター、児童

発達支援センター、就労援助センター等の地域の中核的な機関および主任相

談支援専門員、地域生活支援拠点等コーディネーター、医療的ケア児等コーデ

ィネーター等が中心となり、その他の関係機関や支援者も参画しながら、事例

検討や事例を素材としたグループスーパービジョン等を通じて、個別の課題を

地域に共通する課題として整理し、協議につなげるプロセスに関与できる仕

組みを整備します。 

 障害とくらしの支援協議会において整理された地域課題については、課題の

中から取り組みの焦点を定め、関係機関が協働し、取り組めることを検討・推

進するとともに、その取り組み状況を検証することで、地域の支援体制の充実

につなげます。 
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（７）障害福祉サービス等の質の向上 

 現状 

 本計画策定にあたって、令和７年度に障害者手帳交付者の約３割を対象に実

施したアンケート調査において、「日中活動施設へ通所している人にお聞きし

ます。今の日中活動施設で満足しているところを教えてください」という設問

では、「職員やスタッフの対応が良い」「活動の内容が自分に合っている」と回

答した人が多くみられました。 

 また、「福祉サービスについて、自由にご意見やご要望をご記入ください」とい

う設問では、一定数、既存サービスへの感謝やサービスの持続可能性を望む趣

旨の回答がみられました。 

 一方、事業所からは、障害福祉人材の確保・定着に苦慮しているとの声が聞か

れています。特に夜勤に従事する支援員、ヘルパーおよび世話人は、少人数の

職員体制で個別の支援に従事する場面が多く、業務上の負担や孤立感を抱え

やすい状況にあります。 

 共同生活援助においては、令和７年度から事業運営の透明性を高め、支援の

質の担保・向上を目的として「地域連携推進会議」の開催が義務づけられまし

た。また、令和９年度からは、共同生活援助の管理者に資格要件が設けられる

見込みです。 

 令和９年度以降、障害児通所支援に従事する職員を中心として、障害児支援と

子育て支援の双方の観点から必要な専門性を身につけるため、全国共通の枠

組みによる３階層の研修体系が構築される予定です。 

 権利擁護・虐待防止については、市主催で毎年研修会を開催しています。 

 基幹相談支援センターは、相談支援専門員の人材育成等に注力している一方、

他の専門人材（強度行動障害・医療的ケア等）の人材育成等については、主業

務として単独では企画・実施することが難しい状況にあります。 

 障害福祉サービス事業所数の増加や制度の複雑化等により、全国的に行政に

よる指導監査業務がひっ迫しています。国は指定権者に対し、「指定障害福祉

サービス事業者等に対する監査マニュアル」を示し、指導監査の効率的・効果的

な実施を促しています。 
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 課題 

 障害福祉サービス等の質の向上のため、支援人材の確保・定着を図るととも

に、処遇改善や働きやすい職場づくり等の取り組みを進める必要があります。 

 サービス等利用計画・個別支援計画の作成、モニタリング等の支援の仕組み

が、本人の意思を尊重し、自己決定を支える「意思決定支援」を十分に反映した

ものとなるよう、徹底を図る必要があります。 

 計画相談支援・障害児相談支援と連携し、支援の目標や役割分担等を関係者

間で共有してチームとして本人主体の一貫した支援を行うため、サービス担当

者会議等の開催・運営の充実を図る必要があります。 

 共同生活援助については、地域連携推進会議を活用した地域との連携や運営 

 事業所内 OJT の充実に向け、OJT を担うサービス管理責任者等の人材育成

を進めるとともに、OJT 手法の共有を図り、サービス管理責任者等のネットワ

ーク形成を進める必要があります。 

 特に共同生活援助においては、世話人が少人数の職員体制で個別の支援に従

事する場面が多く、支援上の悩みや課題を共有・相談しにくい状況も想定され

ます。このため、世話人への OJT において中心的な役割を担うサービス管理

責任者の専門性の確保・向上を図るとともに、OJT を実施しやすい体制づくり

に向けた管理者の理解と協力を得る必要があります。 

 強度行動障害の状態にある人や医療的ケアを必要とする人等への支援を行う

専門人材については、法定研修の受講促進に加え、地域における実地での助

言やコンサルテーション等と連動させ、支援の質を継続的に高めるとともに、

事業所や支援者が孤立しない仕組みを整備する必要があります。 

 主任相談支援専門員や障害児支援における中核的な役割を担う人材等を中

心に、地域の支援者が互いに学び合い、事業所の垣根を超えて協働できる関

係づくりを進める必要があります。行政による基礎的な知識の習得を目的とし

た研修に加え、支援者同士が実践を共有し、学び合う機会を充実させること

で、包括的な支援体制の充実を図る必要があります。 

 限られた行政資源の中で適正なサービス運営と支援の質を確保するため、事

業所による自主点検および地域の関係機関相互による支援・確認機能を強化

する必要があります。併せて、法令遵守上の課題が大きい事業所等に対し、行

政による指導監査を重点的・効果的に実施できる体制を整える必要がありま

す。 
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国の基本指針 本市の成果目標 

令和１１年度末までに、障害福祉サービス等の質を向上さ

せるための取り組みに関する事項を実施する体制を構築

すること 

構築 

障害福祉サービス等情報公表制度において、市内事業所

の情報の公表率及び更新率を１００％とする 
１００％ 

 

■活動指標  令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

１１年度 

居宅介護 市内事業所数    

 

「福祉・介護職員等処遇改善加算Ⅰ」    

「福祉・介護職員等処遇改善加算Ⅱ」    

「福祉・介護職員等処遇改善加算Ⅲ」    

「福祉・介護職員等処遇改善加算Ⅳ」    

生活介護 市内事業所数    

 

「福祉・介護職員等処遇改善加算Ⅰ」    

「福祉・介護職員等処遇改善加算Ⅱ」    

「福祉・介護職員等処遇改善加算Ⅲ」    

「福祉・介護職員等処遇改善加算Ⅳ」    

就労継続支援Ｂ型 市内事業所数    

 

「福祉・介護職員等処遇改善加算Ⅰ」    

「福祉・介護職員等処遇改善加算Ⅱ」    

「福祉・介護職員等処遇改善加算Ⅲ」    

「福祉・介護職員等処遇改善加算Ⅳ」    

共同生活援助 市内事業所数    

 

「福祉・介護職員等処遇改善加算Ⅰ」    

「福祉・介護職員等処遇改善加算Ⅱ」    

「福祉・介護職員等処遇改善加算Ⅲ」    

「福祉・介護職員等処遇改善加算Ⅳ」    

放課後等デイサービス 市内事業所数    

 

「福祉・介護職員等処遇改善加算Ⅰ」    

「福祉・介護職員等処遇改善加算Ⅱ」    

「福祉・介護職員等処遇改善加算Ⅲ」    

「福祉・介護職員等処遇改善加算Ⅳ」    

計画相談支援・障害児相談支援 市内事業所数    

 「福祉・介護職員等処遇改善加算」    

市・基幹相談支援センター・障害とくらしの支援協議会等

における質の向上に係る研修の実施 
   

 実施回数    
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 受講者数    

「障害福祉サービス等従事職員等研修費補助金」実績 件   

 

 成果目標・活動指標の設定の考え方 

  

 

 目標達成に向けた取り組み 

 障害福祉サービス事業所の事務負担の軽減を図るため、横須賀市から発出す

る通知や依頼、提出書類等について、わかりやすさや事務の効率化の観点か

ら見直しを検討します。 

 共同生活援助における地域連携推進会議について、必要に応じて市も参加

し、共同生活援助事業所が支援内容や事業運営の改善につなげる取り組みを

促進します。 

 障害とくらしの支援協議会において、個別事例の検討を通じて把握された地

域課題の解決に向けた取り組みを促進するため、基幹相談支援センター、児童

発達支援センター、就労援助センター等の地域の中核的な機関および主任相

談支援専門員、地域生活支援拠点等コーディネーター、医療的ケア児等コーデ

ィネーター等が中心となり、その他の関係機関や支援者も参画しながら、事例

検討や事例を素材としたグループスーパービジョン等を通じて、個別の課題を

地域に共通する課題として整理し、協議につなげるプロセスに関与できる仕

組みを整備します。（再掲） 

 障害とくらしの支援協議会において整理された地域課題については、課題の

中から取り組みの焦点を定め、関係機関が協働し、取り組めることを検討・推

進するとともに、その取り組み状況を検証することで、地域の支援体制の充実

につなげます。（再掲） 

 事業所による自主点検を促進するため、点検項目、制度改正および主な留意

事項等に関するに情報を、わかりやすく提供するよう努めます。 


